
計画の区分： 研究科の設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

【事前伺い】設置に係る設置計画履行状況報告書

新潟大学大学院　教育実践学研究科　教育実践開発専攻

[平成３１年度設置］

　　　　　　　　　　　　　　　注１

国立大学法人新潟大学　　　
                                                    令和２年５月１日現在     

　　　　　・大学の設置の場合：「○○大学」

　　　　　・大学院の研究科の専攻の設置等の場合：「○○大学大学院　○○研究科　○○専攻（修士課程）」

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　作成担当者

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　職名・氏名　 学事
ガクジ・ショウガイカカリチョウ

･渉外係長　・　高橋
タカハシ

　俊幸
トシユキ

　　　電話番号　　０２５-２６２-６０２６

　　　（夜間）　　０２５-２６２-６０２６

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０２５-２６２-６２４８

　　担当部局（課）名  総務部企画課

　　　　　例）

　　　ｅ－mail　　planning@adm.niigata-u.ac.jp

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて、設置時の旧名称を記載してください。

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（旧名称：◇◇学科（平成◇◇年度より学科名称変更））

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　３　大学番号の欄については、調査対象大学等に対して別途発出する、事務連絡「令和２年度の履行状況

　　　　　報告書の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　　　・大学院設置の場合：「○○大学大学院」

注３ 大学番号：国０３４注３

事前伺い事前伺い



＜教育実践開発専攻＞
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（タカハシ　スガタ） （ウシキ　タツオ）

髙　橋　　　姿 牛　木　辰　男

（平成２６年２月） （令和２年２月）

（ミヤゾノ　マモル）

宮　薗　　　衛

（平成３１年４月）

（注）・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）令和元年度に報告済の内容　→（元）

　　　　　　令和２年度に報告する内容　→（２）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には、「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。

　　　　ください。

（４） 管理運営組織

職　　名

学　　長
任期満了により交替
令和２年２月１日
（２）

研究科長

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　新潟大学大学院

　　　　新潟県新潟市西区五十嵐二の町８０５０番地

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合、本部の位置を（　）書きで記入してください。

　　　〒９５０－２１８１

（３） 調査対象大学等の位置

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　国立大学法人　新潟大学

（２） 大　学　名
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（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は、平成２８年度開設の４年制の学科の完成年度を越えて報告する場合（令和２年度までの５年間）ですが、
　　　　完成年度を越えていない場合は修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が４年以下の場合には欄を削除し、
　　　　５年以上の場合には、欄を設けてください。）

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により、我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　に報告書を作成してください。

教育実践学研究科

教育実践開発専攻 2 20 － 40
（専門職学位課程）

教職修士（専門職）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 　　人 人 　　人

26 － 43 －
(　－ 　) (　－ 　) (　－ 　) (　－ 　)

[  －　 ] [  －　 ] [  －　 ] [  －　 ]

24 － 41 －
(　－ 　) (　－ 　) (　－ 　) (　－ 　)

[  －　 ] [  －　 ] [  －　 ] [  －　 ]

20 － 30 －
(　－ 　) (　－ 　) (　－ 　) (　－ 　)

[  －　 ] [  －　 ] [  －　 ] [  －　 ]

20 － 23 －
(　－ 　) (　－ 　) (　－ 　) (　－ 　)

[  －　 ] [  －　 ] [  －　 ] [  －　 ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他を合計した入学定員、入学者数で算出して

　　　　ください。なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には、開設年度から報告年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。なお、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　　報告年度（令和２年度）から起算した修業年限に相当する期間の入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「開設年度から報告年度までの平均入学定員超過率」は、完成年度を越えて報告書を提出する大学等のみ

　　　　記入してください。完成年度を越えていない場合は「－」を記入してください。

1.15

Ａ　 入学定員

1.07倍 －倍

20 20

(　　－ 　) (　　－ 　)

[ 　－　 ] [ 　－　 ]

志願者数

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

1.00

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和元年度 令和２年度
平均入学定員

超 過 率

開設年度から報
告年度までの平
均入学定員超過

率

備　考

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

年 人 年次 人

人

教育学・保育学
関係

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

　　　・　学生募集停止を予定している場合は、「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科の
分野

設 置 時 の 計 画
備　　考

修業年限 入学定員 編入学定員 収容定員
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

20 － 23 －

[　－ 　] [　 －　] [　－ 　] [　 －　]

（　－　） （　－　） （　－　） （　－　）

20 －

[　－ 　] [　 －　]

（　－　） （　－　）

　　・令和２年５月１日　公表

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

令和元年度 令和２年度
備　　　　　考

１年次

２年次

計

20 43

[　　－　　 ] [　　－　　 ]

（　　－　　 ）（　　－　　 ）
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

20 人 0 人 令和元年度 0 人 0 人

令和元年度 0 人 0 人

令和２年度 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人

（注）・　数字は、報告年度の５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各対象年度の在学者数については、対象年度の人数を記入してください。（在学者数から退学者数を減らす必要はありません。）

　　　・　内訳については、退学した学生が入学した年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　　　・　在学者数、退学者数には編入学生や転入学生も含めて記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は、下の項目を参考に記入してください。その際、「就学意欲の低下（○人）」というように、その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　（５）－⑤　調査対象学部等の年度ごとの退学者の割合

【令和元年度】

令和元年度の退学者数（ａ） 0
令和元年度の在学者数（ｂ） 20

【令和２年度】

令和２年度の退学者数（ａ） 0
令和２年度の在学者数（ｂ） 43

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

= = 0 ％

合　　計

= = 0 ％

人

　　　区　分

対象年度

在学者数（b） 退学者数（a）

令和元年度

令和２年度 43 人 0

主な退学理由
（留学生の理由は[　]書き）

内訳

入学した年度
退学者数

うち留学生数
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【令和２年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 2 　 3 　 　 　 　 １前 　 2 　 3 　 　 　 　

１後 2 　 3 　 　 　 １後 2 　 3 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１前 2 　 2 2 　 　 １前 　 2 　 2 2 　 　 　

１後 2 　 2 3 　 　 　 １後 　 2 　 2 3 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１前 2 　 2 　 　 １前 　 2 　 1 1 　 　

１前 2 1 1 2 １前 2 2 2

１前 2 2 2 １前 2 1 3

１後 2 1 1 １後 2 1 1

１前 　 2 　 1 2 　 　 　 1 １前 　 2 　 1 2 　 　 　 1

１後 2 2 1 １後 2 2 1

１前 2 2 １前 2 1 1

１後 2 2 １後 2 1 1

小計（12科目） - 4 20 9 5 3 小計（12科目） - 4 20 7 7 3

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

1･2前 　 2 　 　 2 　 　 　 1･2前 　 2 　 　 2 　 　 　

1･2前 　 2 　 　 2 　 　 　 1･2前 　 2 　 　 2 　 　 　

1･2後 　 2 　 1 1 　 　 　 1 1･2後 　 2 　 1 1 　 　 　

1･2前 　 2 　 2 　 　 　 　 1･2前 　 2 　 1 1 　 　

1･2後 　 2 　 1 　 　 　 　 2 1･2後 　 2 　 1 　 　 　 2

1･2前 　 2 　 1 　 　 　 　 1 1･2前 　 2 　 1 　 　 　 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

1･2前 　 2 　 2 　 　 　 2 1･2前 　 2 　 2 　 　 　 2

1･2後 　 2 　 2 　 　 　 　 2 1･2後 　 2 　 2 　 　 　 　 2

1･2前 　 2 　 1 1 　 　 　 1 1･2前 　 2 　 1 1 　 　 　 1

1･2後 　 2 　 1 1 　 　 　 1 1･2後 　 2 　 1 1 　 　 　 1

1･2前 　 2 　 1 1 　 　 　 1 1･2前 　 2 　 1 1 　 　 　 1

1･2後 　 2 　 1 1 　 　 　 1 1･2後 　 2 　 1 1 　 　 　 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

1･2前 　 2 　 2 　 　 　 1･2前 　 2 　 1 1 　 　 　

1･2後 2 　 2 　 　 1･2後 2 　 1 1 　 　

1･2前 　 2 　 　 1 　 　 　 1 1･2前 　 2 　 　 1 　 　 　 1

1･2後 2 1 1 1･2後 2 1 1

1･2前 2 1 1 1･2前 2 1 1

1･2後 2 1 1 1･2後 2 1 1

1･2前 2 1 1 1･2前 2 1 1

1･2後 2 1 1 1･2後 2 1 1

1･2前 2 1 1 1･2後 2 2

1･2後 2 1 1 1･2前 2 1 1

1前 2 9 7 1前 2 8 8

1後 2 9 7 1後 2 8 8

2前 2 9 7 2前 2 8 8

2後 2 9 7 2後 2 8 8

1前 2 2 1 1前 2 1 2

1後 2 2 1 1後 2 1 2

2前 2 2 1 2前 2 1 2

2後 2 2 1 2後 2 1 2

小計（30科目） - 16 44 　 11 8 　 　 11 小計（30科目） - 16 44 　 9 10 　 　 10

特別支援教育の課題研究Ⅲ 特別支援教育の課題研究Ⅲ

特別支援教育の課題研究Ⅳ 特別支援教育の課題研究Ⅳ

選
　
択
　
科
　
目

[教育実践コース(特別支援教
育分野）]

[教育実践コース(特別支援教
育分野）]

特別支援教育の課題研究Ⅰ 特別支援教育の課題研究Ⅰ

特別支援教育の課題研究Ⅱ 特別支援教育の課題研究Ⅱ

課題研究Ⅱ 課題研究Ⅱ

課題研究Ⅲ 課題研究Ⅲ

課題研究Ⅳ 課題研究Ⅳ

【教育実践探究に関する科目
群】

【教育実践探究に関する科目
群】

[教育実践コース（教育実践
分野・教科教育高度化分
野）・学校経営コース]

[教育実践コース（教育実践
分野・教科教育高度化分
野）・学校経営コース]

課題研究Ⅰ 課題研究Ⅰ

学校のリスク・マネジメントと法
規範

学校のリスク・マネジメントと法
規範

学校評価の開発実践 学校評価の開発実践

生涯学習計画立案における学
習支援者の実践的課題

生涯学習計画立案における学
習支援者の実践的課題

障害児童生徒の生理・病理の
理論と実践

障害児童生徒の生理・病理の
理論と実践

【学校経営に関する科目群】 【学校経営に関する科目群】

学校安全計画と地域防災 学校安全計画と地域防災

特別支援教育における教科指
導の理論と実践

特別支援教育における教科指
導の理論と実践

特別支援教育コーディネーター
の理論と実践

特別支援教育コーディネーター
の理論と実践

行動障害・情緒障害児童生徒
のアセスメント理論と実践

行動障害・情緒障害児童生徒
のアセスメント理論と実践

キャリア教育の理論と実践

【教科教育実践に関する科目
群】

【教科教育実践に関する科目
群】

【特別支援教育に関する科目
群】

【特別支援教育に関する科目
群】

特別支援教育の事例研究Ⅰ 特別支援教育の事例研究Ⅰ

特別支援教育の事例研究Ⅱ 特別支援教育の事例研究Ⅱ

授業改善と学習評価B（数理系）
Ⅱ

授業改善と学習評価B（数理系）
Ⅱ

授業改善と学習評価C（芸術・体
育系）Ⅰ

授業改善と学習評価C（芸術・体
育系）Ⅰ

授業改善と学習評価C（芸術・体
育系）Ⅱ

授業改善と学習評価C（芸術・体
育系）Ⅱ

概念変化と学習過程 概念変化と学習過程

問題解決的な学習と評価 問題解決的な学習と評価

教育相談事例研究Ⅰ 教育相談事例研究Ⅰ

特別支援教育の実際Ⅰ 特別支援教育の実際Ⅰ

特別支援教育の実際Ⅱ 特別支援教育の実際Ⅱ

【教育実践に関する科目群】

選
　
択
　
科
　
目

【教育実践に関する科目群】

授業における学習研究 授業における学習研究

授業改善と学習評価A（人文・社
会系）Ⅰ

授業改善と学習評価A（人文・社
会系）Ⅰ

授業改善と学習評価A（人文・社
会系）Ⅱ

授業改善と学習評価A（人文・社
会系）Ⅱ

授業改善と学習評価B（数理系）
Ⅰ

授業改善と学習評価B（数理系）
Ⅰ

教育相談事例研究Ⅱ 教育相談事例研究Ⅱ

キャリア教育の理論と実践

社会のグローバル化と学校・教
師の課題

社会のグローバル化と学校・教
師の課題

【第６:特別支援教育に関する
領域】

【第６:特別支援教育に関する
領域】

学級経営の理論と実践 学級経営の理論と実践

地域教育経営の理論と実践 地域教育経営の理論と実践

【第５:学校教育と教員の在り方
に関する領域】

【第５:学校教育と教員の在り方
に関する領域】

共
　
通
　
科
　
目

【第１:教育課程の編成・実施に
関する領域】

共
　
通
　
科
　
目

【第１:教育課程の編成・実施に
関する領域】

教育課程編成の理論と実践 教育課程編成の理論と実践

特色ある教育課程の事例研究 特色ある教育課程の事例研究

【第２:教科等の実践的な指導
方法に関する領域】

【第２:教科等の実践的な指導
方法に関する領域】

生徒指導の課題と実践 生徒指導の課題と実践

発達理解の理論と実践 発達理解の理論と実践

【第４:学級経営・学校経営に関
する領域】

【第４:学級経営・学校経営に関
する領域】

学習デザインの理論と実践 学習デザインの理論と実践

授業研究の理論と実践 授業研究の理論と実践

【第３:生徒指導・教育相談に関
する領域】

【第３:生徒指導・教育相談に関
する領域】

地域の教育課題と学校・教師 地域の教育課題と学校・教師

２　授業科目の概要

＜教育実践学研究科　教育実践開発専攻＞

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

（１）ー① 授業科目表

【認可時又は届出時】

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 9 7 1前 2 8 8

1前 2 9 7 1前 2 8 8

1後 4 9 7 1後 4 8 8

2前 4 9 7 2前 4 8 8

1前 2 2 1 1前 2 1 2

1前 2 2 1 1前 2 1 2

1後 4 2 1 1後 4 1 2

2前 4 2 1 2前 4 1 2

1前 2 9 7 1前 2 8 8

1後 4 9 7 1後 4 8 8

2前 4 　 　 9 7 　 　 　 2前 4 　 　 8 8 　 　 　

小計（11科目） - 26 8 　 11 8 　 　 　 0 小計（11科目） - 26 8 　 9 10 　 　 　 0

- 46 72 0 11 8 　 　 　 12 - 46 72 0 9 10 11

特別支援教育課題検証実習

特別支援教育課題達成実習 特別支援教育課題達成実習

[学校経営コース実習] [学校経営コース実習]

合計（53科目） 合計（53科目）

卒業要件及び履修方法 卒業要件及び履修方法

【修了要件】
　本専攻に２年以上在籍し、所定の46単位を履修すること。
 
【履修方法】
「共通科目」
　第１領域から第５領域までの５つの領域から各２単位以上の計16単位を選択し、
第６領域は４単位すべてを必修とし、合計20単位以上を修得すること。

「選択科目」
＜教育実践コース＞
　教育実践分野：「教育実践」に関する科目群から３科目６単位以上を含め、計８単
位を選択。
　教科教育高度化分野：「教科教育実践」に関する科目群のうち、主として専攻す
る教科系列の科目４単位を含め、計８単位を選択。
　特別支援教育分野：「特別支援教育」に関する科目群から３科目６単位以上を含
め、計８単位を選択。
＜学校経営コース＞
　「学校経営」に関する科目群から３科目６単位以上を含め、計８単位を選択。
 
  さらに、「教育実践探究に関する科目群」について、
＜教育実践コース＞
　教育実践分野・教科教育高度化分野：「課題研究Ⅰ Ⅳ」の４科目すべてを必修
とし、合計８単位を修得すること。
　特別支援教育分野：「特別支援教育課題研究Ⅰ Ⅳ」の４科目すべてを必修と
し、合計８単位を修得すること。
＜学校経営コース＞
　「課題研究Ⅰ Ⅳ」の４科目すべてを必修とし、合計８単位を修得すること。

「実習科目」
＜教育実践コース＞
　教育実践分野・教科教育高度化分野：
　　「教育実践課題発見実習」又は「教育実践課題分析実習」(２単位)、
　　「教育実践課題検証実習」(４単位)、「教育実践課題達成実習」(４単位)
　　の合計10単位を修得すること。
　特別支援教育分野
　　「特別支援教育課題発見実習」又は「特別支援教育課題分析実習」(２単位)、
　　「特別支援教育課題検証実習」(４単位)、「特別支援教育課題達成実習」(４単
位）
　　　の合計10単位を修得すること。
＜学校経営コース＞
　「学校経営課題分析実習」(２単位)、「学校経営シャドウイング実習」(４単位)、「学
校経営課題達成実習」(４単位)の合計10単位を修得すること。
 
（履修科目の登録の上限：40単位（年間））

【修了要件】
　本専攻に２年以上在籍し、所定の46単位を履修すること。
 
【履修方法】
「共通科目」
　第１領域から第５領域までの５つの領域から各２単位以上の計16単位を選択し、
第６領域は４単位すべてを必修とし、合計20単位以上を修得すること。

「選択科目」
＜教育実践コース＞
　教育実践分野：「教育実践」に関する科目群から３科目６単位以上を含め、計８単
位を選択。
　教科教育高度化分野：「教科教育実践」に関する科目群のうち、主として専攻す
る教科系列の科目４単位を含め、計８単位を選択。
　特別支援教育分野：「特別支援教育」に関する科目群から３科目６単位以上を含
め、計８単位を選択。
＜学校経営コース＞
　「学校経営」に関する科目群から３科目６単位以上を含め、計８単位を選択。
 
  さらに、「教育実践探究に関する科目群」について、
＜教育実践コース＞
　教育実践分野・教科教育高度化分野：「課題研究Ⅰ Ⅳ」の４科目すべてを必修
とし、合計８単位を修得すること。
　特別支援教育分野：「特別支援教育課題研究Ⅰ Ⅳ」の４科目すべてを必修と
し、合計８単位を修得すること。
＜学校経営コース＞
　「課題研究Ⅰ Ⅳ」の４科目すべてを必修とし、合計８単位を修得すること。

「実習科目」
＜教育実践コース＞
　教育実践分野・教科教育高度化分野：
　　「教育実践課題発見実習」又は「教育実践課題分析実習」(２単位)、
　　「教育実践課題検証実習」(４単位)、「教育実践課題達成実習」(４単位)
　　の合計10単位を修得すること。
　特別支援教育分野
　　「特別支援教育課題発見実習」又は「特別支援教育課題分析実習」(２単位)、
　　「特別支援教育課題検証実習」(４単位)、「特別支援教育課題達成実習」(４単
位）
　　　の合計10単位を修得すること。
＜学校経営コース＞
　「学校経営課題分析実習」(２単位)、「学校経営シャドウイング実習」(４単位)、「学
校経営課題達成実習」(４単位)の合計10単位を修得すること。
 
（履修科目の登録の上限：40単位（年間））

実
　
習
　
科
　
目

[教育実践コース実習（教育
実践分野・教科教育高度化分
野）]

実
　
習
　
科
　
目

[教育実践コース実習（教育
実践分野・教科教育高度化分
野）]

教育実践課題発見実習 教育実践課題発見実習

[教育実践コース実習（特別
支援教育分野）]

[教育実践コース実習（特別
支援教育分野）]

特別支援教育課題発見実習 特別支援教育課題発見実習

特別支援教育課題分析実習 特別支援教育課題分析実習

教育実践課題分析実習 教育実践課題分析実習

教育実践課題検証実習 教育実践課題検証実習

教育実践課題達成実習 教育実践課題達成実習

学校経営課題分析実習

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

学校経営課題分析実習

学校経営シャドウイング実習 学校経営シャドウイング実習

学校経営課題達成実習 学校経営課題達成実習

特別支援教育課題検証実習
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【令和元年度】

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 　 2 　 3 　 　 　 　

１後 2 　 3 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　

１前 　 2 　 2 2 　 　 　

１後 　 2 　 2 3 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　

１前 　 2 　 2 　 　

１前 2 1 1 2

１前 2 2 2

１後 2 1 1

１前 　 2 　 1 2 　 　 　 1

１後 2 2 1

１前 2 2

１後 2 2

小計（12科目） - 4 20 9 5 3

　 　 　 　 　 　 　 　 　

1･2前 　 2 　 　 2 　 　 　

1･2後 　 2 　 　 2 　 　 　

1･2後 　 2 　 1 1 　 　 　

1･2前 　 2 　 2 　 　 　

1･2後 　 2 　 1 　 　 　 　 2

1･2前 　 2 　 1 　 　 　 　 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　

1･2前 　 2 　 2 　 　 　 2

1･2後 　 2 　 2 　 　 　 　 2

1･2前 　 2 　 1 1 　 　 　 1

1･2後 　 2 　 1 1 　 　 　 1

1･2前 　 2 　 1 1 　 　 　 1

1･2後 　 2 　 1 1 　 　 　 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　

1･2前 　 2 　 2 　 　 　

1･2後 2 　 2 　 　

1･2前 　 2 　 　 1 　 　 　 1

1･2後 2 1 1

1･2前 2 1 1

1･2後 2 1 1

1･2前 2 1 1

1･2後 2 1 1

1･2後 2 2

1･2前 2 1 1

1前 2 9 7

1後 2 9 7

2前 2 9 7

2後 2 9 7

1前 2 2 1

1後 2 2 1

2前 2 2 1

2後 2 2 1

小計（30科目） - 16 44 　 11 8 　 　 10

特別支援教育の課題研究Ⅳ

選
　
択
　
科
　
目

課題研究Ⅲ

課題研究Ⅳ

[教育実践コース(特別支援教
育分野）]

特別支援教育の課題研究Ⅰ

特別支援教育の課題研究Ⅱ

特別支援教育の課題研究Ⅲ

学校評価の開発実践

生涯学習計画立案における学
習支援者の実践的課題

【教育実践探究に関する科目
群】

[教育実践コース（教育実践
分野・教科教育高度化分
野）・学校経営コース]

課題研究Ⅰ

課題研究Ⅱ

特別支援教育コーディネーター
の理論と実践

行動障害・情緒障害児童生徒
のアセスメント理論と実践

障害児童生徒の生理・病理の
理論と実践

【学校経営に関する科目群】

学校安全計画と地域防災

学校のリスク・マネジメントと法
規範

特別支援教育の事例研究Ⅰ

特別支援教育の事例研究Ⅱ

特別支援教育における教科指
導の理論と実践

キャリア教育の理論と実践

【教科教育実践に関する科目
群】

授業改善と学習評価A（人文・社
会系）Ⅰ

授業改善と学習評価A（人文・社
会系）Ⅱ

授業改善と学習評価B（数理系）
Ⅰ

授業改善と学習評価B（数理系）
Ⅱ

【教育実践に関する科目群】

授業における学習研究

概念変化と学習過程

問題解決的な学習と評価

教育相談事例研究Ⅰ

教育相談事例研究Ⅱ

授業改善と学習評価C（芸術・体
育系）Ⅰ

授業改善と学習評価C（芸術・体
育系）Ⅱ

【特別支援教育に関する科目
群】

【第４:学級経営・学校経営に関
する領域】

学級経営の理論と実践

地域教育経営の理論と実践

【第５:学校教育と教員の在り方
に関する領域】

地域の教育課題と学校・教師

社会のグローバル化と学校・教
師の課題

共
　
通
　
科
　
目

【第１:教育課程の編成・実施に
関する領域】

教育課程編成の理論と実践

特色ある教育課程の事例研究

【第２:教科等の実践的な指導
方法に関する領域】

学習デザインの理論と実践

授業研究の理論と実践

【第３:生徒指導・教育相談に関
する領域】

生徒指導の課題と実践

発達理解の理論と実践

【第６:特別支援教育に関する
領域】

特別支援教育の実際Ⅰ

特別支援教育の実際Ⅱ

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 9 7

1前 2 9 7

1後 4 9 7

2前 4 9 7

1前 2 2 1

1前 2 2 1

1後 4 2 1

2前 4 2 1

1前 2 9 7

1後 4 9 7

2前 4 　 　 9 7 　 　 　

小計（11科目） - 26 8 　 11 8 　 　 　 0

- 46 72 0 11 8 　 　 　 11

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・  認可申請書又は設置届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  各欄の作成方法は「大学の設置等に係る提出書類作成の手引き」の「教育課程等の概要」を確認してください。

　　　・ 「認可時又は届出時」には 設置認可時又は届出時の授業科目全て（兼任、兼担教員が担当する科目を含む。）を

　　　　黒字で記入してください。その上で、各年度については、認可時又は届出時から変更となっている箇所は太字の赤字としてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても科目名の後ろに「（未開講）」として記入してください。

　　　・　１ページ目には認可時又は届出時と報告年度２つの表を記入してください。
　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

　　　　（２つの表が１ページに表示されるようにしてください。）
　　　・　専門職大学等の場合、「実験、実習又は実技による授業科目」には「【※】」、「臨地実務実習」による授業科目には「【臨】」、

　　　　　「連携実務演習」による授業科目には「【連】」を授業科目の名称の右側に記入してください。

合計（53科目）

卒業要件及び履修方法

【修了要件】
　本専攻に２年以上在籍し、所定の46単位を履修すること。
 
【履修方法】
「共通科目」
　第１領域から第５領域までの５つの領域から各２単位以上の計16単位を選択し、
第６領域は４単位すべてを必修とし、合計20単位以上を修得すること。

「選択科目」
＜教育実践コース＞
　教育実践分野：「教育実践」に関する科目群から３科目６単位以上を含め、計８単
位を選択。
　教科教育高度化分野：「教科教育実践」に関する科目群のうち、主として専攻す
る教科系列の科目４単位を含め、計８単位を選択。
　特別支援教育分野：「特別支援教育」に関する科目群から３科目６単位以上を含
め、計８単位を選択。
＜学校経営コース＞
　「学校経営」に関する科目群から３科目６単位以上を含め、計８単位を選択。
 
  さらに、「教育実践探究に関する科目群」について、
＜教育実践コース＞
　教育実践分野・教科教育高度化分野：「課題研究Ⅰ Ⅳ」の４科目すべてを必修
とし、合計８単位を修得すること。
　特別支援教育分野：「特別支援教育課題研究Ⅰ Ⅳ」の４科目すべてを必修と
し、合計８単位を修得すること。
＜学校経営コース＞
　「課題研究Ⅰ Ⅳ」の４科目すべてを必修とし、合計８単位を修得すること。

「実習科目」
＜教育実践コース＞
　教育実践分野・教科教育高度化分野：
　　「教育実践課題発見実習」又は「教育実践課題分析実習」(２単位)、
　　「教育実践課題検証実習」(４単位)、「教育実践課題達成実習」(４単位)
　　の合計10単位を修得すること。
　特別支援教育分野
　　「特別支援教育課題発見実習」又は「特別支援教育課題分析実習」(２単位)、
　　「特別支援教育課題検証実習」(４単位)、「特別支援教育課題達成実習」(４単
位）
　　　の合計10単位を修得すること。
＜学校経営コース＞
　「学校経営課題分析実習」(２単位)、「学校経営シャドウイング実習」(４単位)、「学
校経営課題達成実習」(４単位)の合計10単位を修得すること。
 
（履修科目の登録の上限：40単位（年間））

特別支援教育課題検証実習

特別支援教育課題達成実習

[学校経営コース実習]

学校経営課題分析実習

学校経営シャドウイング実習

学校経営課題達成実習

実
　
習
　
科
　
目

[教育実践コース実習（教育
実践分野・教科教育高度化分
野）]

教育実践課題発見実習

教育実践課題分析実習

教育実践課題検証実習

教育実践課題達成実習

[教育実践コース実習（特別
支援教育分野）]

特別支援教育課題発見実習

特別支援教育課題分析実習

科目
区分

授業科目の名称

配
当
年
次

単位数 専任教員等の配置 兼
任
・
兼
担
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【認可時又は届出時】

【令和元年度】

【令和２年度】

（注）・  ２（１）ー① 授業科目表に記入された各年度における変更内容（配当年次の変更、専任教員等の配置の変更、
　　　　授業科目名の変更、新規科目の追加など）を箇条書きで記入してください。変更がない年度は「特になし。」と記入してください。

　　　・　変更内容には、授業科目の未開講や廃止については記入しないでください。

　　　・　不要な年度（平成３０年度開設であれば平成２９年度）の表は適宜削除してください。

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに、［　］内に、設置時の計画からの増減を
　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

53

[　　0  ] [　　0  ] [　　0  ] [　　0  ]

17 36 0 53 17 36 0

設置時の計画 変更状況
備考

必修 選択 自由 計（Ａ） 必修 選択 自由 計

・兼担教員の辞任により、「問題解決的な学習と評価」「学校評価の開発実践」の「兼担教員１」から｢兼担教員なし」に変更。
・兼担教員の辞任により、｢学校評価の開発実践」の兼担教員担当を専任准教授が担当に変更。
・時間割見直しのため、｢概念変化と学習過程」「｢学校評価の開発実践」を｢前期」から｢後期」に、また「生涯学習計画立案における学習
支援者の実践的課題」を｢後期」から｢前期」に変更。

　　　　 　　　　

・専任教員（教授）の退職により、
　「生徒指導の課題と実践」の「教授２」から「教授１」に、「准教授０」から「准教授１」に
　「発達理解の理論と実践」の「教授１」から「教授０」に、「准教授１」から「准教授２」に
　「学級経営の理論と実践」の「教授２」から「教授１」に、「准教授２」から「准教授３」に
　「特別支援教育の実際Ⅰ」の「教授２」から「教授１」に、「准教授０」から「准教授１」に
　「特別支援教育の実際Ⅱ」の「教授２」から「教授１」に、「准教授０」から「准教授１」に
　「教育相談事例研究Ⅰ」の「教授２」から「教授１」に、「准教授０」から「准教授１」に
　「教育相談事例研究Ⅱ」の「教授１」から「教授０」に、「准教授０」から「准教授１」に
　「キャリア教育の理論と実践」の「教授１」から「教授０」に、「准教授０」から「准教授１」に
　「特別支援教育の事例研究Ⅰ」の「教授２」から「教授１」に、「准教授０」から「准教授１」に
　「特別支援教育の事例研究Ⅱ」の「教授２」から「教授１」に、「准教授０」から「准教授１」に
　「課題研究Ⅰ」「課題研究Ⅱ」「課題研究Ⅲ」「課題研究Ⅳ」「教育実践課題発見実習」「教育実践課題分析実習」「教育実践課題検証
実習」「教育実践課題達成実習」「学校経営課題分析実習」「学校経営シャドウイング実習」「学校経営課題達成実習」の「教授９」から
「教授８」に、「准教授７」から「准教授８」に
　「特別支援教育の課題研究Ⅰ」「特別支援教育の課題研究Ⅱ」「特別支援教育の課題研究Ⅲ」「特別支援教育の課題研究Ⅳ」「特別支援
教育課題発見実習」「特別支援教育課題分析実習」「特別支援教育課題検証実習」「特別支援教育課題達成実習」の「教授２」から「教授
１」に、「准教授１」から「准教授２」に
それぞれ変更。
・時間割見直しのため、｢概念変化と学習過程」を｢後期」から｢前期」に変更。

（２） 授業科目数

（１）－②授業科目表に関する変更内容

・設置事務担当者の集計誤りにより、実習科目の小計欄の必修単位数を「32」から「26」に変更。
・設置事務担当者の集計誤りにより、実習科目の小計欄の選択単位数を「空欄」から「8」に変更。
・設置事務担当者の集計誤りにより、合計欄の科目数を「52」から「53」に変更。
・設置事務担当者の集計誤りにより、合計欄の必修単位数を「52」から「46」に変更。
・設置事務担当者の集計誤りにより、合計欄の選択単位数を「64」から「72」に変更。
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 該当なし

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 該当なし

２

３

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

0

53

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで表示されます。

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）

該当なし

未開講科目（３）と廃止科目（４）の計
＝ ＝ 0 ％

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

廃止の理由，代替措置の有無

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

　　　　ください。

（４） 廃止科目

（３） 未開講科目

未開講の理由，代替措置の有無

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

　　　　ください。
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備考

大学全体

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地 637,966 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 637,966 ㎡

733,800 ㎡

そ　の　他 5,478,219 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 5,478,219 ㎡

合　　　計 6,212,019 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 6,212,019 ㎡

大学全体

運動場用地 95,834 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 95,834 ㎡

小　　　計 733,800 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡

大学全体

(266,693 ㎡) （　　　　　　0 ㎡） （　　　　　　0 ㎡） (266,693 ㎡)

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

266,693 ㎡ 0 ㎡ 0 ㎡ 266,693 ㎡

大学全体

改修等に伴うスペース区
分及び使用区分の見直し
(2)
使用区分の見直し(元)

（補助職員　0 人） （補助職員　0 人）

(４) 専任教員研究室

新設学部等の名称 室　　　　　　数

教育実践学研究科　教育実践開発専攻 19 室

(３) 教　　室　　等

語学学習施設

130室
 127室
 130室

160室
 156室
 164室

1,449室
 1,425室
 1,408室

7室
 26室

6室

点

教育実践学研究科

1,544,674〔575,190〕
 1,560,521〔580,559〕
 1,578,744〔584,953〕

機械・器具 標　　本
(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

48,900〔29,442〕
 47,741〔28,480〕
 43,716〔24,566〕

19,934〔18,492〕
 18,912〔17,571〕
 14,963〔13,678〕

15,778
16,163
16,333

1,962
2,379
2,340

33,320
29,370
18,400

(1,544,674〔575,190〕)
 (1,560,521〔580,559〕)
 (1,578,744〔584,953〕)

(48,900〔29,442〕)
 (47,741〔28,480〕)
 (43,716〔24,566〕)

(19,934〔18,492〕)
 (18,912〔17,571〕)
 (14,963〔13,678〕)

(15,778)
(16,163)
(16,333)

(1,962)
(2,379)
(2,070)

(33,320)
(29,370)
(13,400)

計

1,544,674〔575,190〕
 1,560,521〔580,559〕
 1,578,744〔584,953〕

48,900〔29,442〕
 47,741〔28,480〕
 43,716〔24,566〕

19,934〔18,492〕
 18,912〔17,571〕
 14,963〔13,678〕

15,778
16,163
16,333

1,962
2,379
2,340

33,320
29,370
18,400

(1,544,674〔575,190〕)
 (1,560,521〔580,559〕)
 (1,578,744〔584,953〕)

(48,900〔29,442〕)
 (47,741〔28,480〕)
 (43,716〔24,566〕)

1,522,000 冊
座席の充実による増加
（元）

(７) 体　　育　　館

面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

5,651 ㎡
武道場，陸上競技場，野球場，サッカー・ラグビー場，テニスコート，バレー
ボールコート，弓道場，水泳プール，厩舎・馬場

(19,934〔18,492〕)
 (18,912〔17,571〕)
 (14,963〔13,678〕)

(15,778)
(16,163)
(16,333)

(1,962)
(2,379)
(2,070)

(33,320)
(29,370)
(13,400)

(６) 図　　書　　館

面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

18,721 ㎡
2,064 席
 2,034 席

「機器・器具」,「標
本」以外は，大学全体

図書充実及び整理等に
伴う増減（2）
図書等の充実及び整理
等に伴う増減（元）

図
書
・
設
備

冊 種 〔うち外国書〕 点 点

開設前年度 開設年度 完成年度

(８) 教員１人当り研究費等 千円 千円 図書購入費 千円 千円
経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 千円 千円 設備購入費 千円 千円 千円

学生１人当
り

納付金

学生納付金以外の維持方法の概要

（注）・　設置時の計画を、申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合、　　　　

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお、「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を、その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

千円 千円 千円 千円 千円 千円

　　　　を併せて提出してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、黒字で記入してください。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については、上段に完成年度の予定数値を、下段には令和２年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては、変更部分を赤字で見え消し修正するとともに、

　　　　その理由及び報告年度「（２）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお、昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については、見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少、建築計画の遅延）がある場合には、「建築等設置計画変更書」
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４．既設大学等の状況

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度

人

人文学部

　人文学科 4 210 3年次
6

897 学士(文学) 1.03 1.03 平成22 定員変更（△15）

教育学部 同上

　学校教員養成課程 4 180 - 840 学士(教育学) 1.04 1.06 平成20 定員変更（△40）

　学習社会ﾈｯﾄﾜｰｸ課程 4 - - - 学士(人間科学) - - 平成10 平成29年度より学生
募集停止

　生活科学課程 4 - - - 学士(生活科学) - - 平成20 同上

　健康ｽﾎﾟｰﾂ科学課程 4 - - - 学士(健康スポーツ科
学)

- - 平成10 同上

　芸術環境創造課程 4 - - - 学士(芸術) - - 平成10 同上

法学部 同上

　法学科 4 170 3年次
5

720 学士(法学) 1.05 1.04 平成16 定員変更（△10）

経済科学部 同上

　総合経済学科 4 350 3年次
10

350 学士(経済学)，学士
（経営学），学士
（学術）

1.00 1.00 令和2

経済学部 同上

　経済学科(昼間ｺｰｽ) 4 - 3年次
-

- 学士(経済学) - - 平成6 令和2年度より学生募
集停止

　経済学科(夜間主ｺｰｽ) 4 -
-

- 学士(経済学) - - 平成6 同上

　経営学科(昼間ｺｰｽ) 4 - 3年次
-

- 学士(経済学) - - 平成6 同上

　経営学科(夜間主ｺｰｽ) 4 -
-

- 学士(経済学) - - 平成6 同上

理学部 同上

　理学科 4 200 3年次
10

820 学士（理学） 1.05 1.06 平成29

　数学科 4 - - - - 平成6 平成29年度より学生
募集停止

　物理学科 4 - - - - 平成6 同上

　化学科 4 - - - - 平成6 同上

　生物学科 4 - - - - 平成6 同上

　地質科学科 4 - - - - 平成6 同上

　自然環境科学科 4 - - - - 平成6 同上

医学部

　医学科 6 122 2年次
5

757 学士(医学) 1.00 1.00 令和2 昭和24 新潟市中央区旭町
通１番町757番地

　保健学科 4 160 3年次
20

680 学士(看護学)，学士
（保健学）

1.00 1.00 平成11 新潟市中央区旭町
通２番町746番地

歯学部

　歯学科 6 40 2年次
5

260 学士(歯学) 1.00 1.00 昭和40

　口腔生命福祉学科 4 20 3年次
6

92 学士(口腔保健福祉
学)

1.01 1.00 平成16

工学部

　工学科 4 530 3年次
20

2,160 学士（工学） 1.02 1.02 平成29

　機械システム工学科 4 - - - - 平成10 平成29年度より学生
募集停止

　電気電子工学科 4 - - - - 平成10 同上

　情報工学科 4 - - - - 平成10 同上

　福祉人間工学科 4 - - - - 平成10 同上

　化学システム工学科 4 - - - - 平成6 同上

　建設学科 4 - - - - 平成元 同上

　機能材料工学科 4 - - - - 平成10 同上

新潟市中央区学校
町通２番町5274番
地

　新　潟　大　学

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和2年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地

新潟市西区五十嵐
２の町8050番地

-

新潟市西区五十嵐
２の町8050番地

-
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年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度

人

農学部

　農学科 4 175 3年次
10

720 学士（農学） 1.03 1.02 平成29

　農業生産科学科 4 - - - - 平成3 平成29年度より学生
募集停止

　応用生物化学科 4 - - - - 平成3 同上

　生産環境科学科 4 - - - - 平成3 同上

創生学部 同上

　創生学修課程 4 65 - 260 学士（学術） 1.06 1.03 平成29

大学全体 - 2,222 97 8,556 - 1.03 1.02 - - -

大 学 の 名 称 備　　考

年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度

人

教育実践学研究科

 専門職学位課程

　教育実践開発専攻 2 20 - 40 教職修士（専門職） 1.07 1.15 平成31

教育学研究科 同上

 専門職学位課程

　教育実践開発専攻 2 - - - 教職修士（専門職） - - 平成28

現代社会文化研究科 同上

 博士課程
（前期2年の課程）

1.03 0.85

　現代文化専攻 2 10 - 20 修士(文学),修士(学
術)

2.95 2.60 平成24

　社会文化専攻 2 20 - 40 修士(文学),修士(学
術)

0.92 0.60 平成24

　法政社会専攻 2 10 - 20 修士(法学),修士(行
政学),修士(学術)

0.25 0.10 平成24

　経済経営専攻 2 20 - 40 修士(経済学),修士
(経営学),修士(公共
経営学),修士(学術)

0.57 0.60 平成24

 博士課程
（後期3年の課程）

0.73 0.80

　人間形成研究専攻 3 6 - 18 博士(学術),博士(文
学),博士(教育学)

1.27 1.33 平成24

　共生文化研究専攻 3 7 - 21 博士(学術),博士(文
学)

0.61 0.71 平成24

　共生社会研究専攻 3 7 - 21 博士(学術),博士(法
学),博士(経済学)

0.37 0.42 平成24

自然科学研究科 同上

 博士課程
（前期2年の課程）

0.96 0.95

　数理物質科学専攻 2 63 - 126 修士(学術),修士(理
学)

0.90 0.88 平成22

　材料生産システム専攻 2 143 - 286 修士(学術),修士(工
学)

1.08 1.16 平成16

　電気情報工学専攻 2 122 - 244 修士(学術),修士(工
学)

1.03 1.03 平成22

　生命・食料科学専攻 2 70 - 140 修士(学術),修士(理
学),修士(農学)

0.77 0.70 平成16

　環境科学専攻 2 89 - 178 修士(学術),修士(理
学),修士(工学),修士
(農学)

0.86 0.77 平成22

 博士課程
（後期3年の課程）

0.60 0.62

　数理物質科学専攻 3 13 - 39 博士(学術),博士(理
学)

0.71 0.84 平成22

　材料生産システム専攻 3 16 - 48 博士(学術),博士(工
学)

0.53 0.50 平成16

　電気情報工学専攻 3 13 - 39 博士(学術),博士(工
学)

0.48 0.46 平成22

　生命・食料科学専攻 3 13 - 39 博士(学術),博士(理
学),博士(農学)

0.63 0.53 平成16

　環境科学専攻 3 15 - 45 博士(学術),博士(理
学),博士(工学),博士
(農学)

0.68 0.80 平成22

　新　潟　大　学　大　学　院

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和2年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地

新潟市西区五十嵐
２の町8050番地

-

新潟市西区五十嵐
２の町8050番地

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和2年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）

開設
年度

所　在　地

平成31年度より学生
募集停止
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年 人 年次 人 倍 倍 年度 年度

人

保健学研究科 新潟市中央区旭町
通２番町746番地

 博士課程
（前期2年の課程）
　保健学専攻 2 20 - 40 修士（保健学） 1.02 1.00 平成16

 博士課程
（後期3年の課程）
　保健学専攻 3 6 - 18 博士（保健学） 1.21 1.33 平成19

医歯学総合研究科 新潟市中央区旭町
通１番町757番地

 修士課程

　医科学専攻 2 20 - 40 修士（医科学） 0.77 0.80 平成15

 博士課程
（前期2年の課程）

新潟市中央区学校
町通２番町5274番
地

　口腔生命福祉学専攻 2 6 - 12 修士（口腔保健福祉
学）

0.74 0.66 平成20

 博士課程
（後期3年の課程）
　口腔生命福祉学専攻 3 3 - 9 博士（口腔保健福祉

学）
0.66 1.00 平成22

 博士課程 0.86 0.74 新潟市中央区旭町
通１番町757番地

　分子細胞医学専攻 4 22 - 88 博士(医学),博士(学
術)

1.12 1.00 平成13

　生体機能調節医学専攻 4 37 - 148 博士(医学),博士(学
術)

0.79 0.67 平成13

　地域疾病制御医学専攻 4 14 - 56 博士(医学),博士(学
術)

0.35 0.21 平成13

　口腔生命科学専攻 4 28 - 112 博士(歯学),博士(学
術)

1.00 0.89 平成13 新潟市中央区学校
町通２番町5274番
地

大学全体 813 1,927 - 0.92 0.89 - - -

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者が既に設置している全ての大学（大学院含む）、短期大学及び

　　　　高等専門学校についてそれぞれの学校ごとに、報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科及び別科を除く）。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・本年度ＡＣ対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・「平均入学定員超過率」には、報告年度（令和２年度）から起算した修業年限に相当する期間の

　　　　入学定員超過率の平均を記載してください。

　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を

　　　　記入してください。

開設
年度

所　在　地既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

令和2年度
入学定員
超過率

定員変更
年度

（AC期間の
学科のみ）
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区　　　分
今後の

の実施計画

該当なし

　　　　具体的に記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を

　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的に記入してください。

　　　　その履行状況等の参考となる資料があれば、添付してください。

　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。

　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る附帯事項を除く。） と、それに対する履行状況等について、

（注）・　「認可時」には、認可時または届出時に付された附帯事項（学校法人の寄附行為又は

履　行　状　況

６　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況、今後の見通しなど

新型コロナウイルス感染症に対する対応として，

第１学期授業暦の変更及びそれに伴う授業計画

の変更を行った。（２）

　　令和元年５月23日　第２回

　　・　ホームカミングデイの振り返り

　　・　学期末レポートおよび修了報告書の在り方の検討

　　令和元年６月27日　第３回

　　・　課題研究の進捗状況の交流

　　・　学期末レポートの指導についての検討

　　令和元年７月25日　第４回

　　・　課題研究の指導体制の在り方の検討

　　令和元年９月26日　第５回

　　・　フォーラムの振り返り

　　令和元年10月24日　第６回

　　・　令和元年度前期科目の省察

　　令和元年11月28日　第７回

　　・　実習・課題研究の在り方の検討

　　令和元年12月26日　第８回

　　・　課題研究の進捗状況の交流

　　令和２年１月23日　第９回

　　・　フォローアップの進捗状況の交流

　　・　カリキュラムの改善に向けた検討

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　　令和元年度　令和元年６月18日 第１回開催（委員５名中５名出席）

７　その他全般的事項

＜教育実践学研究科　教育実践開発専攻＞

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で、設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ・ＳＤ活動含む）

①　実施体制

　ａ　委員会の設置状況

　    ＦＤ委員会を設置した。【添付資料①参照】

　　　令和元年度　令和２年３月13日 第２回開催（委員５名中５名出席）

　ｃ　委員会の審議事項等

　　　ＦＤの企画･実施、ＦＤの活動の支援及び推進、ＦＤの情報の収集･分析に関すること

②　実施状況

　ａ　実施内容

　　　専任教員により以下のとおりＦＤを開催した。

　　平成31年４月25日　第１回

　　・　新任教員のための研修会
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　　令和２年３月26日　第10回

　　・　令和元年度後期科目の省察

　　令和２年４月23日　令和２年度第１回（Web会議）

　　・　課題研究の進捗状況の交流

　 　令和元年度　第２回　専任教員19名中14名参加　　

　 　令和元年度　第３回　専任教員19名中12名参加　　

　 　令和元年度　第４回　専任教員19名中14名参加　　

 　　令和元年度　第５回　専任教員19名中９名参加　　

 　　令和元年度　第６回　専任教員19名中14名参加　　

　 　令和元年度　第７回　専任教員19名中15名参加　　

　 　令和元年度　第８回　専任教員19名中14名参加　　

　 　令和元年度　第９回　専任教員19名中11名参加　　

　 　令和元年度　第10回　専任教員19名中15名参加　　

　 　令和２年度　第１回　専任教員19名中14名参加　　

　　　第２、３、４、７、８回ＦＤの内容を受けて課題研究の指導を改善

　　　第５回ＦＤの内容を受けて、フォーラムの内容を改善

　　　第９回ＦＤの内容を受けて、フォローアップの実施方法、カリキュラムの改善点を明確にした。

      アンケート結果を共有、改善策を検討したのち、ＦＤにて協議した。

      ＦＤでの協議内容をまとめ、院生へ回答予定。（令和２年度）

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には、関係規程等を転載又は添付すること。

　ｂ　実施方法

　　　研究者教員と実務家教員のグループワーク

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　 　令和元年度　第１回　専任教員19名中14名参加　　

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　　　第１、６、10回ＦＤの内容を受けて、授業方法等の改善事項を検討

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　実施：令和元年度　第１回　令和元年９月28日 10月４日

　　　　　　令和元年度　第２回　令和２年２月20日 ３月２日

　ｂ　教員や学生への公開状況、方法等

　　　　「②実施状況」には、実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）
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　　　新潟大学教職大学院運営協議会を設置し運営している。

　　　開催日　令和元年度　第１回　令和元年６月７日

　　　　　　　　　　　　　第２回　令和２年１月31日

　　　・令和元年度　第１回　令和元年６月７日

　　　　　・学部卒院生のインセンティブについて

　　　　　・現職教員院生のキャリアパスについて

　　　　　・現職教員の派遣（ダイバーシティ）について

　　　　　・フオローアップ調査について

　　　・令和元年度　第２回　令和２年１月31日

        　・教職大学院運営協議会要項の改正について

　　　　　・教職大学院実習連絡会要項の改正について

　　　　　・交流人事による実務家教員の派遣について　

　ｂ　委員会の開催状況（回数や開催日など）

　ｃ　委員会の審議事項等

　ｄ　その他

      該当なし

（３） 教育課程連携協議会に関する事項

　※専門職大学、専門職短期大学、専門職大学院以外は「該当なし」と記入ください。

①　体制

　ａ　委員会の設置状況

②　審議状況

　ａ　審議した内容

      上記の項目について審議した。

　

　b　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への見直し状況

      該当なし

　c　教育課程連携協議会が審議した内容を踏まえた大学での教育課程への反映状況

      該当なし
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③　認証評価を受ける計画

　　　令和５年度に評価機関（一般財団法人教員養成評価機構）の評価を受ける予定

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　教員配置、設備、授業科目、連携協力校及び特定連携協力校の確保、教育委員会との連携、入学者の確保等、計画
　　どおり進めることができ、設置の趣旨･目的は概ね達成できている。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　　未定

　ｂ　公表方法

　　　大学ホームページ上に公開予定

（４） 自己点検・評価等に関する事項

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また、「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については、できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお、「②　自己点検・評価報告書」については、当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

（５） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書（令和２年度）

　ａ　公表予定の有無　　〔　　　有　　　・　　　無　　　〕

≪ａで「有」の場合≫

　ｂ　公表（予定）時期　〔　調査結果公表後１ヶ月以内　・　公表後２～３ヶ月以内　・　公表後３ヶ月以降　〕

　ｃ　公表方法　　　　　〔　ウェブサイトへの掲載　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　〕

≪ａで公表「無」の場合≫

　ｄ　公表しない理由　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

※設置計画が各大学等が社会に対して着実に実現していく構想を表したものであることに鑑み、

　設置計画履行状況報告書については、各大学等のウェブサイトに公表するなど、積極的な情報提供をお願いします。
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【添付資料①】 

 

○新潟大学大学院教育実践学研究科 FD 委員会要項 

(平成 31 年 4 月 1 日教育実践学研究科長裁定) 

第 1 設置 

新潟大学大学院教育実践学研究科(以下「本研究科」という。)におけるファカ

ルティ・ディベロップメント(教員の教育資質の向上及び教育の改善に向けた組

織的取組をいう。以下「FD」という。)に関する活動を支援及び推進するため，

新潟大学大学院教育実践学研究科 FD 委員会(以下「委員会」という。)を置く。 

第 2 目的 

委員会は，次に掲げる事項を審議する。 

(1) FD の企画及び実施に関すること。 

(2) FD に関する活動の支援及び推進に関すること。 

(3) FD に関する情報の収集・分析に関すること。 

(4) その他 FD に関すること。 

第 3 組織 

委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 副研究科長のうちから研究科長が指名した者 

(2) 本研究科の教員のうちから研究科長が指名した者 

第 4 任期 

1 委員の任期は，1 年とする。ただし，再任を妨げない。 

2 委員に欠員が生じた場合の補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

第 5 委員長 

1 委員会に委員長を置き，第 3 第 2 号に規定する委員のうちから研究科長が指名

した者をもって充てる。 

2 委員長は，委員会を招集し，その議長となる。 

3 委員長に事故あるときは，委員長のあらかじめ指名する委員が，その職務を代

行する。 

第 6 会議 

1 委員会は，委員の過半数の出席により成立する。 

2 議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。 

第 7 委員以外の者の出席 

委員長が必要と認めたときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，意見を聴

くことができる。 

第 8 事務 

委員会の事務は，人文社会科学系事務部において処理する。 

附 則 

この要項は，平成 31 年 4 月 1 日から実施する。 


